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企業局総務課企画経営室 

項 目 企業局における水道事業の広域化の検討状況について 

１ 現況 

急速な人口減少が進む中、市町村や当局などの水道事業体が将来にわたり安全で良質な水を安

定的かつ効率的に供給し、水道事業の経営健全化を図ることを目的として、水道事業の経営統合

や共同発注等の広域連携に関して、政策企画部を中心に市町村等と検討を進めており、企業局も

水道事業体の１つとして、当該検討の場である「水道事業に係る広域連携検討・調整会議」に参

加している。 

 

２ 水道事業に係る広域連携検討・調整会議の開催実績 

(1)令和５年度の開催実績 

区分 開催日 概要 

第１回全体会 R5.10.23 ・検討・調整会議の設置 ・当面の調整事項等 

地
域
部
会 

県北 11.30 ・共同発注等に関する検討・調整等 

県中央、鹿行、 

旧県南・旧県西  

11.20～29 

（各地域１回） 

・経営統合に関する検討・調整等 

（施設最適配置案の検討等） 

地
域
部
会 

県北 R6. 2.16 ・共同発注等に関する検討・調整等 

県中央、鹿行、 

旧県南・旧県西 

1.29～2.2 

（各地域１回） 

・経営統合に関する検討・調整等 

・経営統合に係る基本的な枠組みについて 

第２回全体会 3. 1 ・経営統合に係る基本的な枠組みについて 

第３回全体会 3.28 ・経営統合に当たっての統合先について 

(2)令和６年度の開催実績 

地
域
部
会 

県北 5.30 ・共同発注等に関する検討・調整等 

県中央、鹿行、 

旧県南・旧県西 

4.23～26 

（各地域１回） 

・経営統合に関する検討・調整等 

（財政シミュレーション案の検討等） 

第４回全体会 8.29 ・検討経過（施設最適化、統合枠組等）について 

   ※上記会議以外に4月10日～5月31日にかけて全市町村（県水を受水していない県北地域除

く。）を訪問するとともに、5月27日～31日にかけて意見交換会を開催し、各市町村等と経

営統合に係る諸課題について話し合いを行った。 

   ※6月26日～8月27日にかけて、すべての市町村長等を個別に訪問し、県との経営統合に係る

組織、経営、運営等の枠組みについて説明を行った。 

 

３ 経営統合に係る枠組み（案） 

  政策企画部では、本県で検討を進める経営統合先を当局と想定して調整を進めるとの方針を示

したことから、当局では、経営統合に係る組織、経営、運営等の基本的な枠組みについて、以下の

とおり検討している。 

項目 検討内容 

事業形態 ・各市町村の水道事業を県企業局の末端給水事業に位置付け 

・会計上は、末端給水事業に市町村ごとのミシン目を入れて区分経理 

組織 ・当面の間、現在の市町村水道担当課を県企業局の水道事務所として出先

機関に位置付け（今後、将来に向けた組織の集約化を検討） 

人員体制 ・原則、市町村からは職員派遣、企業団は身分移管も検討 

・地元意見集約のため市町村の首長を委員とした会議体を設置 等 

運営体制 ・浄水場等の運転管理等を順次集約 

・末端給水事業に係る工事・入札については、市町村の従来ルールで発注。

組織の集約に合わせて入札・契約制度等の制度を統一 

資産 ・水道事業の用に供している資産、負債はすべて県企業局が継承 

投資財政計画 ・経営基盤の強化に向け、経営統合前までに投資・財政計画を作成 

下水道事業 ・下水道料金徴収業務は、県企業局が市町村から受託 

システム ・経営統合を見据えた財務会計システムの統合を優先的に実施 等 
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（参考）市町村水道事業を企業局に経営統合する場合のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 今後の予定について 

今年度内の経営統合に係る基本協定締結に向けて、上記３の枠組みについて、経営統合による

スケールメリットの概算効果の試算も含めて、市町村等とさらに詳細な検討・調整を進めていく。 
 
 
 
（参考）広域連携に向けたスケジュール（案）について 

 

 

2024（R6）年度末

取組内容等

・詳細なシミュレーション等
 の実施

・経営統合（経営の
 一体化）の方針に
 合意

・経営統合（経営の
 一体化）に向けた
 最終調整
・必要な計画の策定

2023（R5）年度～
（合意が得られた場合）

協定締結後３年程度

スケジュール（案） 経営統合
(経営の一体化)

検討・調整会議
（詳細な検討）

法定協議会基本協定締結

【事業形態】 
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経営一体化後

【組織形態】 

 

 ※経営一体化から、約５年程度をかけて 

順次集約化 

経営一体化後（当面）

茨城県（企業局）

本局（4課室)、
水道事務所等の出先機関（11事務所等）

〇〇市水道事務所

××市水道事務所

経営一体化により追加
（統合市町村単位での事務所設置）

茨城県（企業局）
本局（4課室)、
水道事務所等の出先機関（11事務所等）

現状

各市町村等
○○市上水道局

経営一体化

××町上下水道課
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企業局総務課企画経営室 

項 目 企業局経営戦略について 

１ 企業局経営戦略の概要 

 (1)策  定：2015年４月（改定：2018年３月） 

 (2)目  的：中長期的な視点から、経営環境の変化や各種課題への適切な対応、経営の効率化、

経営基盤の強化による持続可能な事業推進を図ることを目的とする。 

(3)計画期間：2015年４月～2025年３月（10年間） 

(4)主な内容：水道用水供給事業・工業用水道事業・地域振興事業ごとに以下を記載。 

         １ 経営の現状 

               ２ 基本目標と事業執行方針 

               ３ 事業計画 

               ４ 数値目標及び年度目標の設定 

 

２ 次期経営戦略の方向性 

  経営戦略の策定に当たっては、今後の10年以上先を見据えた長期的な視点が求められるところ、

現在、茨城県では水道事業の広域化に向けた検討の中で、2028年４月の市町村等との経営統合に

向けた調整が進められている。 

  このため、次期経営戦略については、経営統合のタイミングに合わせて、統合後の新たな体制

による経営戦略を策定する。 

 

３ 広域連携（経営統合）までの現経営戦略の取扱い 

 現行の経営戦略については、計画期間が2024年度末までとなっている。 

  各公営企業は、国から経営戦略の策定を求められているところ、2025年度から次期経営戦略策

定までの期間については、数値目標など必要な修正を加えた上で、現行の経営戦略の期間を延長

する形で対応する。 

 

４ 策定スケジュール等 

  有識者等で構成する「茨城県企業局経営懇談会」（委員長：藤田昌史 茨城大学教授）の意見等を

聴きながら、現行戦略の期間延長は今年度中に、次期戦略については、広域化の検討状況を踏ま

え、策定作業を進めていく。 
 

 2015年度 ・ ・ ・ ・ 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 ・ ・ ・ ・ 2037年度 

経
営
統
合 

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル 

  
 

  

    

現
戦
略 

         

次
期
戦
略 

         

（参考）経営戦略とは 

各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画。 

2014 年８月に総務省自治財政局が「公営企業の経営に当たっての留意事項について」を発出し、

各地方公共団体に対し「経営戦略」の策定を要請した。 

 

策 定 作 業 

期間延長 

経営懇談会の開催 次期戦略策定 

経営統合に向けた調整 
経
営
統
合 

新体制始動 
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                                 企業局業務課 

 項  目 工業用水受水企業からの債務不存在確認請求に係る訴えの提起について 

 

１ 概要 

 需給契約の解約について協議を進めてきた県南西広域工業用水道事業の受水企業から、合

意のないまま一方的に解約が申し入れられ、今般、同企業より債務が存在しないことの確認

を求め、裁判所へ訴えが提起されたもの。 

 

２ 原告の概要 

  法人名：マグ・イゾベール株式会社（以下「原告」という。） 

住 所：東京都千代田区麹町３丁目７番地 サンゴバンビル 

      (土浦工場：かすみがうら市上稲吉2046番地1（土浦・千代田工業団地）) 

 

３ 未収債権の状況             

  令和５年度下期分工業用水道損失補償金5,616,270円 ＋ 延滞金（R6年9月18日時点）

148,200円 

 

(＊)工業用水道損失補償金 

工業用水道需給契約書において、受水企業は企業局との需給契約水量を保証するもの

としており、企業局が需給契約水量を供給できる場合であって、受水企業が当該水量を

受水できなかったときは、受水企業は引き受けることのできなかった水量の料金相当額

を企業局に支払わなければならない。 

 

４ 提訴日 

  令和６年７月19日 

（８月６日付で水戸地方裁判所から企業局あてに「原告から訴状が提出された」旨の連絡

があった。） 

 

（参考）経緯 

昭和 62 年 7 月 原告との需給契約締結 

令和 5 年 4～6 月 原告から解約について協議 

令和 5 年 8 月 
原告が解約申入書を送付 

※一方的な解約申入れであり企業局としては認められない。 
令和 6 年 1 月 原告が水戸簡易裁判所に民事調停を申立て 

令和 6 年 3 月 令和５年度下期分損失補償金を納入通知 

令和 6 年 6 月 令和５年度下期分損失補償金を督促 

令和 6 年 7 月 民事調停 不調 

 同上 令和５年度下期分損失補償金を催告 

 同上 原告が水戸地方裁判所に提訴 

令和 6 年９月 答弁書提出 

 

 

５ 今後の対応 

   現在、顧問弁護士と協議を重ね、今後の弁論準備に向けた手続きを進めている。また、未

収債権の支払いを求める反訴を速やかに行う予定である。 
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                                 企業局施設課 

項 目 企業局の水道用水におけるＰＦＡＳ
ピ － フ ァ ス

の検査状況について 

１．ＰＦＡＳとは 

○ＰＦＡＳ
ピ ー フ ァ ス

とは、ＰＦＯＳ
ピ ー フ ォ ス

とＰＦＯＡ
ピ ー フ ォ ア

に代表される有機フッ素化合物の総称であ

り、発がん性など健康への影響が指摘されている。 

○人工的に化学生成された物質であり、独特の性質（撥水、撥油、耐熱、耐薬品

等）を持つことから、泡消火剤や撥水剤、表面処理剤等に用いられてきた。 

○分解困難で残存性が高いため、地下水や河川水、土壌、生物体内等から検出さ

れており、人体や生態系への影響が懸念されている。 

○水道水におけるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡについては、令和２年４月より水質管理

目標設定項目として、暫定目標値が合算で 50ng/L 以下に設定された。 

 

【飲料水に係る暫定目標値（単位：ng/L）】 

国及び機関 ＰＦＯＳ ＰＦＯＡ 

日 本（2020） 合算で 50 

ＷＨＯ（2022） 100 100 

※ ＷＨＯ：世界保健機関 

 

２．企業局における取組 

○企業局では、浄水過程において、粒状活性炭や粉末活性炭の使用によるＰＦＡＳ

の低減に努めるとともに、県民に安心していただくため、検査結果をホームペー

ジに公表している。 

 

【企業局の浄水に含まれるＰＦＯＳ・ＰＦＯＡの合算値（単位：ng/L）】 

R5 年度 

(5 月～3 月) 

R6 年度 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 

<2～10 <2～3 <2～5 <2～8 <2～6 <2～7 

※ 平成 23 年の検査開始以降、企業局の浄水が目標値を超過したことはない。 

 

○また、より効果的・効率的にＰＦＡＳを除去する体制を整備するため、昨年４月、

局内にワーキングチームを設置し、ＰＦＡＳの除去方法等の検討及び情報収集を

開始した。 

 

３．国の動き 

○環境省において、水道水におけるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡに係る検査の義務化、目

標値の設定等について議論が開始されたところ。 
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